
港湾における都市再開発の問題

一一一東京港における都市再開発を例として一一

はしがき

今野修平
（東京都港湾局〉

現代において人類が直面している大問題の一つに都市問題があるといわれ

ている。（1）この問題発生の線源はもちろん急速に進行している都市化にある

が、都市化そのものをいくつかに類型化してみることが出来る。（めこのうち

特に問題となるのは、巨大都市の都市化であり、先進地域ではこれがさらに

Megaropolisを生じ、（3）我国でも同様の傾向を指摘される事態にまで進行し

ている。（4〕こうした巨大都市の発生あるいは諸都市の結びつきがみられると、

都市計画の上での新しい次元の難問があらわれてくる。すなわち、交通、水、

公害等であり、資本活動自身をも阻害する形であらわれている。（め この様に

現在大都市が直而している最大の問題の一つである交通については、当然そ

の機能の一環を受持つ港湾の立場からも考察を加える必要がある一方、急激

に膨張している都市の内外に介在する問題に対し、 港湾が無関係のままでい

ることはあり得ないと思われる。わが国における工業港（産業港湾）が、わ

が国経済の発展における産業貿易構造の変遷にともない、近年異常な発展を

遂げた（6）如く、工業化と工業港の密接なる関係に類似性を求めるまでもなく、

都市問題が港湾に大きな影響を及ぼすことは、容易に考えられると同時に、

極めて大きな問題であると言わねばならない。以上の様な都市と港湾との関

係について、そこに介在する問題の大きさは既に北見教授により指摘され、の

さらに地方開発都市育成のために港湾を中心とした都市開発の必要性別や、
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地方中心都市建設における港湾と工業との関連、（めさらに都市活動と港湾活

動の関係の定量的把握の試み（10）等もなされてきた。筆者も都市内部におい

て「はしけ」により形成せられる地域があり、これを通して都市と港湾との

関係を考察した（11）が、これらはいす’れもどちらかと言うと、都市と港湾と

の関係においても、港湾よりみた都市としう観点に立つものが多いο港湾の

所在する都市そのものの分析（12〕もさることながら、都市の影響を受けてい

る港湾についても考えてみる必要があろう。大都市の港湾が工業港と共に最

も大巾な伸長をみせている今日、(13）本稿では港湾内部において背後の都市の

問題がどの様に反映してきているのかを考察しようとしたものである。もち

ろん、問題をここまで絞ってもなおその問題は多くの観点から考察される必

要があろうが、とりあえずは一つ一つの考察が大きな意義を有するものと思

われる。

そこで地域開発と港湾という範曙でこの問題を考察する時、都市も地域の

一種であるとみて、都市地域（14〕における地域開発を考える必要があろう。

地域開発を本来的意義（国連の定義）C15）で解すれば、都市再開発は都市地域

における地域開発の典型的なものと言うことが出来る。わが国の場合欧米諸

国と比較して、都市再開発がはなはだしく立遅れている（16）とはいえ、都市

建設上の現笑的問題として考えられている（17）ことは否定出来ない。都市再

開発が既開発の都市地域を再投資して、従前に増す利用価値を創造するこ

とClめであるなら、その根源は都市としての秩序の維持が困難になるところ

にあり、（19〕過度な都市化による幣害にあると考えてよい。だとすれば都市再

開発は現在の都市問題の最も典型的なものであるといえよう。かくして都市

問題が港湾へ反映してくる場合、最も早く 、そして最も顕著に表われてくる

一つであるとみられるが、この問題は既に現実の問題として、東京港の港湾

計画｜に現われており、以下東京港の港湾計画を中，心に問題を身1！り下げていき

たい。
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1. 東京港第2次改訂港湾計画の概要

東京港は昭和50年を目標年次として、現在第2次改訂港湾計画（20）により、

港湾施設の整備および埋立地の造成念行なっている。目標年次における推定

貨物量は総計6,750万t（昭和40年実績3,210万t〕、内公共貨物3,300万tで全

体の48.9活（昭和39年50.5%）で、その点での性格の変化は考えられない。

これを出入別にみると、 6,750万tのうち、5,804万t(86%）が入貨を示す

入超港であり、現在の比率 css；ゆとこれも大差がなしこの点でも性格の

大きな変化は変えられていなし、。内外貿別にこれをみると、外貿貨物 l,330 

万tは、全体の19.7%で、現在の20.4%と大差なく 、この点でも内貿主体港

であることに変りはないが、輸出貨物の激増（昭和39年 8.5万tから昭和50

年215万tへ〉が顕著であり、 この数値からしても外貿定期船港として本格

的に発展することが計画されている点は注目せねばならない。この激増する

推定貨物に対して、それぞれ外貿雑貨崎頭29パース、外貿専門1；阜頭4パース、

内貿雑貨J阜頭50パース、内貿専門陣頭44パース（いずれも l,000 D/w以上用

けい留施設〉の建設計画が樹立され、この他に民間専門陣頭、泊i也、浮標、

運河等の開発整備が計画されている。これらの大規模な港湾施設の建設のた

めに、2,244.4万m2の埋立地造成計画があり、この埋立地が港湾施設の建設

と適合するように利用区分が設定されている。すなわち、全埋立地の47.3%

を港湾施設および港湾関連の用地よりなる港湾機能用地に、14.3%を道路・

鉄道等の交通機能用地に、残る38.4%を都市再開発用地として計画されてい

る。

港湾機能用地には前述の内外貿の公共峰頭施設の用地、臨海地予告とその背

後地聞の貨物の搬出入に必要な道路および臨港鉄道の用地として利用する他、

港湾の運営および海上運送事業、港湾運送事業、倉庫業、通frr品業、船舶関係

の諸業種用等の港湾関連業と認められる業種の立地する用地であり、場頭と

それに直結する土地利用地域で、一部は港湾地域としての市街地形成が考え
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られる。民間専用峨頭の建設用地は、当然この港湾関連業用地に含まれていt

る。これらの用地の配置は、外貿公共雑貨陣頭用地は水深ー12.Omの第一航

路を狭んで大井崎頭、および13号地その2に、内貿公共雑貨峰頭用地は10号
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地その2を主体に、外貿製材専門時頭は15号地その 1に、鉄鋼専門脇頭は10

号j也その 1に、貯木場と直結する製材業集団立地地区は14号J也その 1に等計

画されている。

交通機能用地はその根幹をなすものは埋立地を縦貫し、千葉県側埋立地お

よび川崎 ・横浜の埋立地と結ぼれて、東京湾を一周する環状臨海幹線道路の

一部をなす通称lOOm道路である。この道路は東京湾一周という地域間交通

路としてだけでなく、東京の市街地内環状道路を結ひ‘つける都市交通路とし

ての機能を併せ持ち、さらに臨港道路の機能をも持つ多目的な道路であり、

高速 ・緩速両面の使用が考えられている。鉄道もこれと平行して敷設が計画

され、目的的にも道路と略々同じ役割を持っているといえるが、大井埠頭内

に広範に操車場用地を予定している点が異なる点で‘あろう。大井埠頭内の操

車場用地は、一部新幹線の使用も検討されているものである。この他に交通

機能用地としては、14号地に小規模な航空基地が考えられている。

都市再開発用地としては、下水道、清掃、市場等の都市施設用地、主とし

て埋立地内で事業に従事する者を対象とした住宅用地、公園 ・緑地用地、都

市再開発の対象となる中小企業の集団移転用地等が含まれているが、このう

ち港湾施設を必要とするものは市場をあげることが出来ょう。

以上の事業を遂行するために、埋ー立地造成は外国iJ'tの借款により 1,060億

円の事業費を、港湾施設整備事業費としては公共・起債合わせて 850億円が

予定されている。

2. 東京港第2次改訂港湾計画の持つ意義

東京港第2次改訂港湾計画は、前節で概要説明した如く 、港湾の施設計画

と、それに附随した；腹立地の土地利用計画からなっているが、両者の関係に

ついての意義は、後で考えるとして、先ず港湾の施設計画をみると、その計

画の特徴は徹底した専門崎頭計画にあるといえよう。公共・民聞を問わず、

専門坤頭が考えられている貨物は、米穀類、砂糖、水産物、石油、石炭、鉄
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鋼、土石、セメン ト、 原木、内地製材、外地製材、危険物（薬品〉があり、

雑貨崎頭も航路.I.Ji）、 船型別、初i姿別〈コンテナ上阜頭計画等〉に考えられてい

くから、事実上大部分が専門路頭であり、専門路頭の意義を充分に考える必

要がある。広域的都市計画という方向に対しての専門陣頭化の意義について

は、既に指摘されている通り重要で、（21）その点で今後も考察すべき問題が多

いが、基本的には一定量以上の取扱貨物量、船舶による輸送形態への対応、

特に専用船化との協同、（22）さらに背後地域での地域構造等が関連を持ってく

ると思われる。特に商港における専門崎頭化の問題点は、工業港における工

場綿頭と異なる問題を包含しているから、充分に物資流通の拠点としての機

能を考える必要があり、この計画でもその意味で‘の陣頭配置がなされている。

すなわち、背後の地域構造を反映して、港湾の東部一帯は江東地域の地域構

造との直結を考慮して、鉄鋼、木材、石油の専門I皐頭が配置されているのに

対し、城南地区は米穀類、砂糖等の専門峰頭の配置がなされているのはこれ

を表わしている。この様な背後の地域構造の反映としての専門崎頭の配置と、

強力な専門埠頭化が港湾施設計画上での二つの特徴だとすると、土地利用上

からの特徴は港湾施設と直結した土地利用による港湾地域の都市開発があげ

られる。すなわち、貯木場に直結した木材業用地、鉄鋼専門脇頭に直結した

鉄鋼関連業用地等があげられる。これは貨物の集約的取扱いと専用船への対

応という海からの要請に基づく専門崎頭化に対して、 崎頭から背後地域への

輸送の合理化により、専門崎頭の機能をより高度にすることを目的にした港二

湾地域の都市的開発で、あり、単なる専門煉頭よりさらに一歩進んだものとし

てその：立義は大きい。つまり海からの要請に基づく専門路頭化が、陸上まで

影響を及ぼしたものであり、 埠頭に直結した都市造りが本計4画の一大特徴と

してあげることが出来ょう。そのため、港湾機能とは直結しない緑地、下水

道処理場、住宅、操車場（鉄道〉 、航空基地、 トラックターミナル、流通セ

ンタ一等の計画も折り込まれているが、これを考え併せると、港湾計画より

も都市計画的色彩が濃厚であり、その意義とは別にかなりの問題を含んでい
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るものといえよう。

3. 港湾計画における都市問題の発展

幕末以来の我国における開国 ・維新 ・産業革命と続いたことによる港湾の

変化は、当然東京湾においてもみることが出来、江戸への廻米のため賑わっ

た江戸湊から、湾内の港湾は横浜港を中心に発展していくことになる。この

ため一部の問で強く要請せられていた東京港の建設（23〕は、l何回川河口改良

工事という形で本質的な目的の遂行が出来ないでいたが、関東大震災による

教訓により、漸ゃく木格的港湾の建設が容認せられ、以後東京港修築計画な

るものに基づいて建設が進められ、昭和16年に至り、やっと制限付開港とな

ったわけであるが、ただちに太平洋戦争と戦後の全国的施設接収という苦難

に当り、その点からすれば木格的な港湾として誕生したのは戦後であるとも

いえる港湾である。このような戦前における計画と実績の歴史が母体となっ

て、戦後は昭和30年の東京港港湾計画から、さらに昭和36年の東京港改訂港

湾計画へと進んだが、この東京港改訂港湾計画は、性格的には今回の第2次

改訂港湾計画の母体となっているものであり、その基本方針は次の三点をあ

げている。すなわち、

イ〉物資供給体勢を近代化するための、積極的な港湾施設の拡充

ロ〕都市機能を高度化するための、都市交通体系の整備

ハ〉港湾機能の確保と都市再開発のための、埋立地の早期開発

かくして都市問題と取組む姿勢を初めて公けにする一方、昭和45年を目標

年次とし、推定貨物量4,750万tとし、内外貿港湾施設の整備およびそれに

附随する諸施設計画を樹立しているが、この様な港湾計画における都市問題

の提起は他の港湾においては認められず、東京港においてもその前の計画

（東京港港湾計画〉では計画策定の問題意識としてあげている 6項目の諸問

題（24）の一つでしかなく 、そこにおける指摘も「将来において抜本的方途を

考慮する必要がある。」という程度であり、港湾計画そのものに具体的な施
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策は殆んど認められない。しかしこの問題意識が後の東京港改訂港湾計画へ

発展したことを思えば、大きな意義を認めざるを得ないが、それにしても改

訂計画における都市問題の直接的な取上げは、古今の港湾計画には認められ

ず、改訂計画の最大の特徴であるといえるし、この問題の持つ意義は極めて

大きいことは言うまでもない。このような都市問題が、第2次改訂港湾計画

においてさらに発展したことは当然である。第2次改訂港湾計画により推定

されている将来の膨大な貨物に対処するには、専門埠頭化と都市計画的観点

に立つ総合的港湾計画が必要であろうが、しかしこの他に、港湾管理と財政

問題が潜在していることを見逃すわけにはいかないのである。

4. 港湾における都市問題発生の背景と都市再開発

都市問題が港湾計ー画にとり入れられた最大の要因は、都市問題の深刻化に

あることはいうまでもない。戦後戦災による壊滅状態から立直った東京は、

昭和35年に至ると昼間人口は l,000万を突破し、都市の過大化に伴1ょう種々

の弊害が発生するに至った。すなわち都心部における交通麻庫、市街地の無

計画な拡大、都市公害の発生等が顕著になってきた。これがさらに昭和41年

になると夜間人口でさえ l,100万人を突破（市im部も含む〉 し、問題はます
ます深刻化してきているといってよい。これに伴なって東京の経済活動のi圧

盛さは新ためて説明するまでもないが、消費水準の向上がこれに輸をかけて

消費力はまずまず増大している。このため消費物資の輸送問題が、流通革命

とも関連して大きな問題となってきた。消費の増大のみではなく、各産業の

大量生産化が、必然的に輸送の大量化を求め、併せて輸送経費の節減を要求

してくるから、ここに新しい海運指向貨物が生じ、従来の流通形態が変化を

生じてくる。この意味からすれば港湾は都市の拡大により新しい役割が課せ

られてきたといえるが、一方都市の産業構造が第二次産業から第三次産業へ

と変化するのにつれ、港湾貨物も素材から製品へと変化し、素材取扱いの比

率が相対的に低下することが考えられるが、これを考え併せれば港湾の質的
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変化が新しい課題であるといえよう。このような港湾の変化は、当然、港湾内

部における再開発、改造、再編成等多くの問題を生じるが、都市（港湾区域

を除く都市域〉にも大きな影響を与え、既成の都市内地域構造を大巾に変化

させ、都市再開発や都市改造の素因となり得るのである。東京港の計画にみ

られる港湾施設を伴なった卸売市場の開発や木材業団地の開発移転等にその

具体例を求めることが出来る。

以上のような都市再開発にとっての外的素因に基づく 、いわば港湾湾の誘

引した問題の他に、都市内部で発生した問題で、都市内部で解決し得ない問

題の解決の場を港湾区域の新埋立地に求めてきているのがある。わが国の都

市問題の多くは、土地問題が絡んでおり、都市再開発の場合も、 SlumClear-

a nee で代表される再開発と異なり、より高度な土地利用への変化で、居住

者ないしは事業所は必然、的に他所への移転を必要とするいわば Urban

Sprawlの一部としての問題であり、移転用地としての港湾区域の利用がみ

られる。特に顕著な場合は、水際線未利用者が水際線を保有したりする例も

あり、（25）東京港の計画の場合も再開発により押し出されての埋立地利用が各

所にみられている。例えば公筈（騒音〉発生工場の移転等港湾と結びつかな

い都市一再開発のための土地利用も認められるが、これも明らかに都市内部で

の問題の影響であるといえよう。

問題の大きさよりすれば、都市内部からの問題の圧力の方がむしろ大きく、

港湾区域内での埋立地が、港湾と関係ない都市再開発のために利用される場

合の方がはるかに大きいとみてよい。このような利用のされ方は、港湾の位

置が、都心を中心とした場合の都市の地域構造上、通常周辺部に立地してい

るためと、埋立地なるがために比較的容易に土地が入手出来るために、問題

の発生をみたものであり、港湾区域という特殊性と水際線の経済価値を無視

している点は否定出来ないであろう。

このような都市内部からの問題が、港湾の本来的利用目的と合致しない場

合、都市内部においては問題にならないとしても、港湾にとっては一考の余
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j也があるといえよう。例えば都市内部においての再開発が、港湾区域の埋立

地利用により促進した場合、埋立地は単なる代替地としての利用に留まり、

それ以上の意義を有しないことになる。この場合港湾からみると、都市再開

発が港湾の利用 ・開発と結びつかないことになり、港湾にとっては直接的意

義を認める訳にはいかなくなる。むしろ港湾区域内における土地利用計画や

施設配置計画上問題となる場合が多く 、本来的目的に合致しない土地利用の

もたらす全体的不合理性を充分に認識する必要が生じてくる。

このように港湾における都市問題発生は、港湾の変化・ 発展に基因する場

合と、都市内部て守の問題の港湾への持込みの二種に分けて考える必要がある

が、特に港湾、の利用 ・開発と結びつかない場合は、充分に注意する必要があ

る。

5. 東京港における都市再開発計画と問題点

東京港第2次改訂港湾、計画における都市再開発の受入れは、港湾にとっても

都市にとっても大きな意義を有していることは既に記した。埋立地の土地利

用計画においても都市再開発用地としての分類がなされ、その面積も全体に

対し37.4%もしめている。しかし都市再開発としての意義を有するとはいう

ものの、それは代替地提供としての役割であり、港湾計画区域での都市再開

発ではなく、既成市街地における再開発事業の促進という点での意義であり、

これは既成市街地において認められるべきであって、港湾計画区域での意義

は薄いものといえよう。港湾計画区域内での意義は、むしろ港湾との結びつ

きにおける合理化問題であり、都市再開発のための代替地が港湾と結びつく

ことによって再生して、港湾共々開発が進められる点にあると考える。この様

な考え方に立つ｜持、東京港第2次改訂港湾計画における都市再開発は、土地利

用商における都市再開発用地の利用のみでないことが判明する。首都におけ

る工場等の制限に関する法律の施行を待つまでもなく 、港湾の新埋立地への

進出が、既成市街地よりの移転という形態で行なわれれば、（26）そこに都市再
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開発としての意義が存在するのであり、土地利用上港湾機能用地にも交通機

能用地にも都市再開発としての意義を有するものを認めることが出来るので

ある。貯木場周辺への木場からの製材業の移転等は最も良い例であるが、土

地利用上は都市再開発用地ではなく、土地利用上の都市再開発用地が、都市

再開発の全てを包含していないことを物語って居り、都市再開発への考え方

が混乱している証拠でもあるといえよう。都市再開発用地と しての 下水道 ・

清掃工場等の都市施設、住宅用地、公園 ・緑地等は、都市再開発とは関係な

く、港湾計画区域のために必要な都市施設であり、 一部施設が既成市街地の

ためで‘あるとしても、都市再開発とはいし、難く 、むしろ港湾開発に必要な都

市施設用地という観点から、港湾開発用地ということが出来よう。

以上の如く東京港の計画には、都市再開発問題が大きく取上げられてはい

るものの、その取上げ方はやや統ーを欠くうらみがるり、その点で問題はあ

るが、港湾の開発と結びつく形で都市再開発がなされようとしていることに

は大きな意義を認めるべきであり、港湾特に大都市港湾の今後の動向を示唆

しているともいえよう。しかし都市問題の深刻化につれて、港湾と結びつか

ないものが港湾に進出することは、港湾の土地利用計画、 施設配置計画等に

対して、決して合理的であるとはいえず、このために港湾が犠牲にされるこ

とは、たとえ都市内部の再開発が進行しても、全体的にば考えるべき問題を

包んでいるといえる。この点で東京港の計画もその影響は大きく 、土地利用

の分類基準も、港湾におかれているのでなく、都市内部におかれていること

は、この問題が内在しているものともいえよう。港湾の計画が、あるいは港

湾自体がこのために査められる点があるとすれば、都市問題の解決方法とし

て決して良策ではないから、東京港の計画も公園 ・緑地、都市施設、住宅等

については充分に検討し、港湾機能の障害とならぬ開発計画であるべきであ

ると考える。

結び
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現代における都市問題の深刻さはここに更めて指摘するまでもないが、こ

れが港湾に及ぼしている影響も大きいものがある。昭和41年3月決定をみ

た東京港第2次改訂港湾計画においても、都市再開発問題が取上げられ、埋

立地の土地利用計画にも都市再開発用地を設定して、正式に港湾がこの問題

と取組んでいることを示している。この様に港湾が都市問題を取上げたこと

は比較的新しく 、過去において類例をみなかったといってよい。ぞれだけに

港湾で、の都市問題の顕著化は、港湾にとって極めて大きな意義を有し、新し

い問題を抱えたといってよい。この機な都市問題の港湾での発生は、港湾の

変化に対応しての都市問題の発生と、都市内部での問題が港湾、へ影響を及ぼ

して問題化する場合の二通りが考えられる。東京における港湾奇｜画での都市

再開発問題は、問題の性格 ・発生過程から考えて、後者の例であると考えら

れるが、そのために問題そのものがやや混乱した形で取入れられており、港

湾の利用 ・開発と結びつく再開発の代替地と、単なる用地提供のための再開

発の代替地が混在している。前者の場合は港湾の開発とも結びっくものであ

り、いわば都市にとっても港湾にとっても理想の開発形態であると考えられ

るが、後者の；場合は港湾にとっては決して合理的なものとはいし、難い。それ

だけに既成市街地内の再開発は進行しても、港湾にとっては問題があるわけ

であり、今後充分に検討してみる必要がある。

都市再開発をはじめとする都市問題の港湾への影響は、今後ますます大き

くなるものと思われるから、この問題は単に東京港の計画にある特異な問題

ではなく、今後の都市の動向と港湾のあり方を、特に大都市港湾について暗

示しているものともいえるから、その点で注目すべき問題であることを指摘

して結論にかえたい。

木稿がこの大問題解明の礎石となれば宰いである。
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（注〕

(1）岩井・加藤・柴田・八十島共編都市問題講座I経済構造有斐閣発行（1965)

pp. 1 他。

(2）都市化の類型については多くの視点からなされているが、例えば高野’史男によ

れば、

①大都市型都市化、②地域中心型都市化、③工業化型都市化、④在来工

業化型都市化

の類型に分けている。また石水照雄によれば巨大都市の都市化（Metropolitamza-

ti on〕と地方都市の都市化〔Local-urbanization) と区別すべきであると言って

いる。清水も日告々同様に考えている。高野史男 （1959）都市化の類型と概念規定

地理学評論 Vo.132 No. 12 pp. 629～642。 木内 ・111鹿 ・清水・稲永共編
日木の都市化 -r!1今書院発行 （1964)pp. 24 中央都市の都市化と地方都市の都

市化 （石水照創i〕。 清水怒八郎東京の都市化考察の前錠 都市化の現代的意

義一一一j出迎 Vol. 5 (1960) No. 1 pp. 63～690 

(3）岩井・加藤・柴田 ・八十島共編都市問題講座I経済椛造有斐閣発行 （1965)

pp. 5～7 p P現代の大都市（柴｜王｜徳衛〉。

(4）最近はでは東海道メ ガロポリス論が各方面でやかましくなっている。

(5) 泊二（3)1こ同じ。

(6）柾 幸雄産業港湾の形成一一｜｜木港湾経済地域形成論序説一一横浜大学論叢

Vol. 10 (1958) No. 1 pp. 101～134。
(7）北見俊郎港湾都市への州国、一一港湾都市の 問題意識一一 港湾 Vol.12 

(1965〕No.9 pp. 13～19 Vol. 42 No. 11 pp. 28～33。
(8）小野川繁澄 地方l}IJ発都市における港湾機能の役割港湾 Vol.42 (1965) 

No. 2 pp. 50～570 

(9) 回辺健一港と工業と地域中心性都市問題研究 Vol.15 (1963) No. 4 

pp. 57～68。

聞 大塚友WJ・川崎芳一都市と港湾活動に関する一考察港湾 Vol.42〔1965)

No. 8 pp. 29～380 

仙 Jill稿東京におけるはしけ依存地域東北地理 Vol.17 (1965) No. 1 pp. 

19～230 
02）従来主として地理学の分野で、港町または港湾都市として研究がなされていた。

闘 拙稿港湾の分布と最近の動向地理 Vol.9 (1964〕No.6 pp. 20～25。。4）木内信蔵都市地理学研究古今書院発行（1951)pp. 66～930 
同 磯村英一編都市問題事典鹿島研究所出版会 (1965)pp. 75～76 地域開発

（青井和夫〉。

附 村松繁樹都市の再開発都市問題研究 Vol.15 (1963) No. 4 pp. 32～450 

G7l 111鹿誠次都市建設の基礎的課題都市問題 Vol.55 (1964) No. 1 pp. 57 

～650 
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(IB）磯村英一編都市問題事典鹿島研究所出版会発行（1965)pp. 578～580 
都市再開発 （石原舜介〉 。

仰 木内・山鹿・ 清水 ・稲永共編 日本の都市化古今議院発行（1965〕pp.50～ 

51 市街地再開発 （田辺健一〕。

岡昭荊142年3月31日付運輸大臣認可による東京港港湾計画をさす。

印j 江端正義新しい港の計画一一鉄鋼専門埠頭論経済往来社（1962)p. 9' 

pp. 70～760 

倒 専門埠頭の成立は、江端が指摘する如く （注21参考〉生産規模の拡大、商業上

の宣伝効果、販売輸送函における合理化等の理由の他に、 専用船化との対応が必須

条件と考える。

仰） 明治初年以来種々の形て、錠案されていたが、特に直木倫太郎博士の築造提議等

が名高く数度に亘る提案も国の認めるところとならなかった。

倒 東京港港湾管理者東京宇佐港湾計図書（lljl,邪131年9月） 1 1 東京港の現状

(pp. 1～3）によれば、
a. 芝浦ふ頭其の他施設の駐留箪による接収

b. 鉄道連絡機能の不備

c. 外貿ふliJiの欠如と倉庫立地の変態

d, 特殊物資取扱施設の不備

e. 自然条件の特兵性

f. 都市計画との関連

「以上の如き問題点を念頭において、今後十年間における修築の計画を策定する」

としている。

側最も顕著な例としては、京浜港内の臨海工業用埋立地に、水運依存のない機械

工業が土地のみが目的で立地し、水際線は未利用のままになっているのがあげら

れよう。

側首都における工場等の制限に関する法律により、都内では新設の工場立地は認

められなし、。そのため埋立地内に進出する工場は、既成市街地からの移転が主と

なるものと考えられる。工場以外の企業はこの適用外であり、事情も異なる。
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